
　
　
般
会
計
、
各
特
別
会
計
、
企
業

　
　
会
計
を
含
め
た
予
算
総
額
は
、

１
０
４
億
９
０
１
３
万
円
で
、
前
年

度
予
算
額
１
０
１
億
４
８
９
８
万
円

に
対
し
て
３
・
４
％
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　
歳
入
で
は
、
自
主
財
源
（
自
主
的

に
収
入
し
う
る
財
源
）
の
根
幹
を
な

す
町
税
収
入
お
い
て
、
町
民
税
、
固

定
資
産
税
の
減
額
は
あ
り
ま
す
が
、

た
ば
こ
税
の
税
源
移
譲
に
よ
る
増
額

な
ど
に
よ
り
前
年
度
と
ほ
ぼ
同
額
を

見
込
み
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、

平
成
24
年
度
の
交
付
実
績
か
ら
１･

６
％
の
増
額
を
見
込
み
ま
し
た
。

　
歳
出
で
は
、
公
債
費
（
借
金
の
返

済
に
あ
て
る
お
金
）
が
依
然
多
額
で

は
あ
り
ま
す
が
、
償
還
額
が
大
幅
に

減
少
し
、
さ
ら
に
財
政
健
全
化
計
画

で
一
層
の
歳
出
削
減
に
取
り
組
ん
だ

結
果
、
収
支
の
改
善
が
着
実
に
図
ら

れ
て
い
ま
す
。

　
一
方
地
域
経
済
の
活
性
化
に
か
か

る
経
費
や
普
通
建
設
事
業
の
実
施
な

ど
投
資
的
経
費
を
増
加
し
て
計
上
し

た
た
め
、
財
政
調
整
基
金
の
取
り
崩

し
に
よ
る
財
源
補
て
ん
を
行
い
、
収

支
の
均
衡
を
図
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　
平
成
23
年
度
決
算
で
財
政
健
全
化

団
体
か
ら
脱
却
し
ま
し
た
が
、
平

成
25
年
度
以
降
も
引
き
続
き
安
定
的

で
強
固
な
財
政
基
盤
の
構
築
を
め

ざ
し
、
歳
入
面
で
は
財
源
の
確
保

に
努
め
、
歳
出
面
で
も
人
件
費
な

ど
の
経
常
経
費
の
削
減
や
公
債
費

の
抑
制
に
取
り
組
み
、
限
ら
れ
た

財
源
を
計
画
的
か
つ
効
果
的
に
活

用
し
た
予
算
編
成
と
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
予
算
は
、
66
億
６
０
２

２
万
円
で
、
前
年
度
予
算
額
63
億
５

１
８
５
万
円
に
対
し
て
４
・
９
％
の

増
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
に
お
け
る
町
税
、
地
方
譲
与

税
、
地
方
消
費
税
交
付
金
、
地
方
交

付
税
等
を
合
わ
せ
た
経
常
一
般
財
源

（
使
い
道
が
特
定
さ
れ
な
い
財
源
の

う
ち
毎
年
度
固
定
的
に
収
入
さ
れ
る

も
の
）は
、45
億
３
３
４
６
万
円
で
前

年
度
１
・
２
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
に
お
け
る
人
件
費
、
扶
助
費
、

公
債
費
を
合
わ
せ
た
義
務
的
経
費
（
職

員
の
人
件
費
や
借
入
金
の
返
済
な
ど

支
出
す
る
こ
と
が
制
度
的
に
義
務
付

け
ら
れ
る
経
費
）
は
、
公
債
費
の
９
・

４
％
減
が
主
な
要
因
と
な
り
、
対
前

年
度
１
・
０
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
（
道
路
、
橋
り
ょ
う
、

公
園
、
学
校
の
建
設
な
ど
の
社
会
資

本
の
整
備
に
要
す
る
も
の
で
、
支
出

の
効
果
が
将
来
に
わ
た
っ
て
残
る
も

の
に
支
出
さ
れ
る
経
費
）
の
う
ち
普

通
建
設
事
業
は
、
対
前
年
度
１
６
８
・

８
％
増
の
４
億
３
７
７
３
万
円
で
、

難
視
聴
地
区
共
聴
新
設
整
備
事
業
、

虻
田
漁
港
（
大
磯
分
区
）
整
備
事
業
、

予
算
編
成
の
考
え
方

議会費
6738万円(1.0％)

総務費
3億2638万円(4.9％)

民生費
13億4824万円(20.2％)

衛生費
3億9703万円(6.0％)

労働費
884万円(0.1％)

農林水産業費
3億190万円(4.5％)

商工費
2億1232万円(3.2％)

土木費
6億7660万円(10.2％)消防費

3億4041万円(5.1％)

教育費
3億5195万円(5.3％)

公債費
12億7719万円(19.2％)

給与費
13億3340万円(20.0％)

予備費
1858万円(0.3％)

歳　　　出
(使う予定のお金)

66億
6022万円

歳　出

一 般 会 計

水道事業会計

合　　　　計

公共下水道事業
特 別 会 計

簡易水道事業
特 別 会 計

年度
会計別 平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成24年度
(見込)

平成25年度
(見込)

141億4461

51億2519

7億2820

10億5257

210億5057

126億9858

48億5978

6億7798

9億1598

191億5232

116億6553

45億9895

6億2876

8億5795

177億5119

107億5325

43億3271

5億8304

8億8016

165億4916

100億7164

40億6567

5億3964

8億4088

155億1783

地方債（借金）の残高 （単位：万円）

財政調整基金

減 債 基 金

合　　　　計

そ の 他 特 定
目 的 基 金

年度

会計別
平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成24年度
(見込)

平成25年度
(見込)

5億3858

1億9250

11億7854

19億962

7億3906

1億263

11億2403

19億6940

9億3934

1億267

11億2413

21億6614

10億957

1億269

13億6481

24億7707

9億2064

1億294

13億6479

23億8837

基金（貯金）の残高 （単位：万円）

※歳入不足を補てんするために使用することができる基金は、財政調整基金と減債基金である。

一

般

会

計


